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はじめにTPP協定の大筋合意について‘

>２０１５(平成２７)年１０月５日付けで公表された｢環太平洋
パートナーシップ協定(TPP協定)の概要｣は，「第１８章.知

的財産｣(ｓｏページ)で｢『知的所有権の貿易関連の側面
に閏する協定』(TRIＰＳ協定)を上回る水準の保護と知

的財産権の行使(民事上及び刑事上の権利行使手続並

びに国境措置等)について規定し,もって,失職財産権の
保護癖11用の推進髪翻る爽容鐘窓っている｣としている。

>著作権に閏する事項については,上記のとおり｢知的財産

権の保護と利用の推進を図る内容となっている｣と評価す

ることができることから，当協会としては概ねこれに賛成す
る。



１著作物等の保謹期間の延長

>著作物の保護期間を原則として著作者の死後ﾌｏ年に延

長とすることにより，アメリカ合衆国,ＥＵ主要国，○ＥＣＤ全
加盟国(34か国)の保護期間がﾌ0年(以上)に統一される
こととなる。

>デジタル化とネットワーク化の進展により，著作物の創作・

流通｡利用は国境を越えて行われているため,保護期間

の７ｏ年への統一化は国際的な制度調和の観点から評価
することができる。

２著作権等侵害罪の一部非親告罪化‘
>著作権等侵害罪の一部を非親告罪とすることは,悪質な

営利目的の違法複製や反社会的勢力による金銭目的の

海賊版頒布などの規制に有効と思われるが,制度化に当

たっては｢商業的規模｣や｢市場における原著作物等の収

益性に大きな影響を与えない場合｣について明確化を図る
ことが必要である。

>インターネット上に違法なコンテンツがまん延している現状

を鑑みて,海賊版の頒布等に対する権利行使の実効性が
十分確保される制度とすべきである。

>また,公訴の提起の判断の際には､被害者が処罰を望ん

でいるか否かを十分副酌するなど､適切に制度が運用さ
れるべきである。
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３損害賠償制度の見直し
隈

>著作権侵害行為は密室性が高く,比較的小規模な侵害が

多発する傾向にあり，一般の権利侵害以上に損害額の立
証が困難である。

>仮に,立証することができるとしても,弁護士費用や裁判

費用のほか相当の時間と労力を要し,費用倒れに終わる
ことや訴訟の提起を断念することも少なくないものと思わ
れる。

＞司法救済の実効性の確保,著作権侵害の｢やり得｣の排

除,将来の侵害の予防の観点から法定損害賠償等の導
入は有効であると思われる。

御清聴ありがとうございました。
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